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１ はじめ

震災後

させてい

くため、

を定め、

復興・

した結果

り、社会

承して復

政財政運

 

２ 基本的

復興

連携強化

の４つの

 

 

 

 

 

 

 

３ 対象期

復興

 

４ 進行管

  「行財

進行管理

  その中

題や今後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 基本的

【４つ

《視

《視

《視

《視

めに 

後、本県を

いく中で、

、平成２４

、行財政運

・再生に向

果、福島の

会情勢等に

復興・創生

運営方針」

的な考え方

・創生を着

化、そして

の視点に重

期間 

・創生期間

管理 

財政改革推

理を行いま

中で、毎年

後の方向性

的な考え方

の視点】 

点１》復興

点２》復興

点３》復興

点４》復興

視点１：復興

⽀える財源の

保と財政健全

を取り巻く社

県として明

年１０月に

運営に取り組

向けた行財政

の真の復興の

に対応し、課

生に重点を置

を策定しま

方 

着実に進めて

て国内外への

重点を置いた

間の終期であ

推進委員会」

ます。 

年度、取組の

性等を明確に

方 

興を支える

興を加速さ

興を進める

興に向けた

興を

の確

全性

視

加

体

復興

社会情勢等

明確な方向

に「復興・再

組んできま

政運営方針

の実現に向

課題解決へ

置いた行財

ました。

ていくため

の効果的な

た柔軟な行

ある平成３

」から助言

の推進状況

にし、必要

財源の確保

せる執行体

市町村との

効果的な情

視点２：復興

加速させる執

体制の強化

興・創

 1 

等が大きく変

向性を持ちな

再生に向け

ました。 

針の期間の終

向けては、引

へ着実に歩み

財政運営を

めには、財源

な情報発信が

行財政運営を

３２年度末ま

言をいただき

況等を踏まえ

要に応じて見

保と財政健

体制の強化

の連携強化

情報発信 

興を

執⾏

視

進

の

⽣の着

変化し、復

ながら、迅

けた行財政

終了にあた

引き続き、

みを進める

行うことと

源の確保や

が重要な課

を推進して

までとしま

きながら、

え点検を行

見直しを行

全性の確保

 

 

視点３：復興

進める市町村

の連携強化

着実な

  

復興に向けた

迅速かつ柔軟

運営方針」

たって、これ

重要な課題

るため、これ

とし、「復

や執行体制の

課題となって

ていきます。

ます。 

行財政改革

行い、重点的

行います。 

保 

視

向

情

興を

村と

な推進

     

た取組を一

軟な対応を

」（期間：概

れまでの取

題を数多く

れまでの考

興・創生に

の強化、市

ていること

。 

革推進本部

的に取り組

視点４：復興に

向けた効果的な

情報発信

一層本格化

を進めてい

概ね５年）

取組を総括

く抱えてお

考え方を継

に向けた行

市町村との

とから、次

部において

組むべき課

に

な

化

い

括

お

継

行



 

 

 

 

 

【基本的方

① 復興

  復興

す。 

 

② 財政

  非常

がら、

 

【取組方針

１ 自主財

(1) 財源

   厳し

方法の

捻出を

用など

 

 (2) 県税

   人口

ら、経

もに、

り県税

 

２ 国から

 (1) 復興

   福島

施策、

また

つ安定

枠組み

 

 (2) 交付

   復興

テージ

また新

事務手

いきま

 

《視点１》

Ⅱ 基本的

方向性】 

興財源の確

興・創生を

政健全性の

常に厳しい

将来にわ

針】 

財源の確保

源捻出等に

しい財政状

の改善など

を図ること

ど、県自ら

税収入の確

口の減少等

経済活性化

、税の徴収

税収入の確

らの復興財

興・創生を

島復興再生

、事業の確

た、本県の

定的な財源

みを前提と

付金等の柔

興交付金、

ジや復興の

新たな課題

手続きの簡

ます。 

》復興を支

的方向性及び

確保 

を着実に進め

の確保 

い財政状況に

たる財政の

保 

による歳入確

状況を踏まえ

どによる内部

とに加え、県

らの努力によ

確保 

等の影響によ

化対策や雇用

収体制を強化

確保に努めて

財源確保 

を推進するた

生特別措置法

確実な実施及

復興のステ

を確保する

しつつ、あ

柔軟かつ弾力

福島再生加

のまちづくり

題等に迅速に

簡略化を要求

支える財源の

び取組方針

めていくた

にあっても

の健全性を

確保 

え、あらゆ

部管理経費

県債や基金

よる歳入確

より、今後

用の確保な

化すること

ていきます

ための財源

法など法定

及び必要な

テージに応

る必要があ

あらゆる機

力的な運用

加速化交付

りの進捗状

に対応でき

求するとと

の確保と財

針 

 2 

ため、長期的

も、必要な事

を確保してい

ゆる手段によ

費の節減や、

金の活用、使

確保を図って

後県税収入は

など税源の涵

とにより未納

す。 

源措置の要求

定化されたも

な予算の確保

応じた施策を

あることから

機会を捉えて

用 

付金などの復

状況に応じて

きるよう、柔

ともに、対象

財政健全性の

的かつ安定

事業につい

いきます。

より歳入確

、徹底した

使用料・手

ていきます

は減少して

涵養に結び

納額を圧縮

求 

ものに基づ

保を求めて

を適切に講

ら、国の復

て必要な財

復興関連の

て、被災自

柔軟な事業

象事業や対

の確保 

  

定的な財源の

いては適時適

 

確保を図る観

た事務事業の

手数料の見直

す。 

ていくことが

びつく施策を

縮するなど、

づいて国が講

ていきます。

講じていくた

復興・創生期

財源の確保を

の交付金等に

自治体の創意

業執行のため

対象経費の追

     

の確保を図

適切に実施

観点から、

の見直しに

直し、県有

が懸念され

を展開して

、あらゆる

講じること

。 

ためには、

期間におけ

を求めてい

について、

意工夫がい

めの運用の

追加・拡充

図りま 

施しな 

業務執行

により財源

有財産の活

れることか

ていくとと

る手段によ

ととされた

長期的か

ける財源の

いきます。

復興のス

いかされ、

の弾力化や

充を求めて
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３ 原子力損害賠償金の確保 

原子力発電所事故により本県が被った損害は、全て賠償されることが基本であり、国

の原子力損害賠償紛争審査会が定めた「中間指針」において明確な賠償基準が示されな

かった損害を含め、東京電力株式会社に対し的確な請求を行うとともに、確実かつ迅速

な支払いを求めていきます。 

 

４ 財政健全性の確保に向けた歳入・歳出両面からの徹底した精査 

   財政健全性の確保に向けて、全ての事業について必要性、優先度及び費用対効果の観

点から不断の見直しを行うとともに、部局や枠組みにとらわれることなく、組織横断的

な視点で事業を構築し、 類似事業を統合・削減していくなど財政運営の効率化を図って

いきます。 

また、財源の確保にあたっては、「中期財政見通し」を踏まえ将来負担にも十分留意す

るなど、年度間の見通しに立った安定的な財政運営に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪視点１≫ 復興を支える財源の確保と財政健全性の確保

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

復興財源の

確保

財政健全性

の確保

■自主財源の確保

○財源捻出等による歳入確保

○県税収入の確保

■国からの復興財源確保

○復興・創生を推進するための

財源措置の要求

○交付金等の柔軟かつ弾力的な運用

■原子力損害賠償金の確保

■財政健全性の確保に向けた歳入

・歳出両面からの徹底した精査

取組方針

■財源確保

復興・創生期間中（～H32）において

は、復興等に係る膨大な事業量に見合

う財源の確保が必要。

また、本県の復興に向けては、復興・

創生期間後（H33～）も、引き続き長

期かつ安定的な財源の確保が必要。

■中期的な視点に立った財政運営

中長期的な取組が不可欠となる多様な

財政需要が生じており、今後も財源不

足が見込まれる。

復興・創生に向けた課題



 

 

 

 

【基本的方

 ① 新た

   新た

迅速か

 ② 行政

   短期

保や職

を点検

 ③ 県民

   復興

から、

専門性

 

【取組方針

１ 復興

(1) 連携

浜通

オリン

応すべ

迅速か

一方

織運営

行方法

 

(2) アウ

   復興

業務な

もその

効果的

   なお

支障が

 

２ 復興

 (1) 必要

   復興

ついて

き職員

り確保

置して

《視点２》

方向性】 

たな行政課

たな行政課

かつ的確に

政需要に応

期的需要や

職員の育成

検しながら

民やＮＰＯ

興・創生に

多様な主

性の高い行

針】 

・創生を着

携による業

通り地域等

ンピック・

べき課題に

かつ的確に

方、限られ

営を行う観

法等の見直

ウトソーシ

興・創生に

などについ

の範囲の拡

的な業務執

お、外部委

が生じない

・創生に向

要な人員の

興のステー

ては、正規

員派遣の要

保していく

ていきます

》復興を加

課題への的確

課題に対して

対応してい

応じた執行体

や長期的需要

、アウトソ

、効果的か

Ｏ、企業等と

に向けては、

体との連携

政課題につ

着実に推進す

業務執行と柔

の産業再生

パラリンピ

、部局間の

対応できる

れた人的資源

点から、復

しを行いま

シングの推進

に向け増大す

いては、外部

拡大等につい

執行体制の構

委託業務の執

いよう取り組

向けた人員の

の確保と重点

ージに応じた

規職員に加え

要請を行うな

くとともに、

す。 

加速させる執

確な対応

て、引き続

いきます。

体制の整備

要など様々

ソーシング

かつ効率的

と一体とな

、全ての力

携・協働を

ついては外

するための

柔軟な組織

生を担う「

ピックの県

の連携を強化

るよう柔軟

源を最大限

復興・創生

ます。 

進 

する業務に

部委託等を

いて検討を

構築を図っ

執行状況や

組みます。

の確保 

点的配置

た新たな行

え、任期付

など、将来

、早期の復

執行体制の

 4 

続き全庁的か

 

備 

々な行政需要

グの推進に取

的な業務執行

なった復興へ

力を結集し、

を図る仕組み

外部人材の活

の体制整備

織体制の整備

「福島イノベ

県内開催への

化し、総合

軟に組織体制

限に活用し、

生の状況を踏

についてアウ

を進めるほか

を行うなど、

っていきます

や成果の確認

 

行政需要への

付職員の採用

来に対する負

復興に向け、

の強化 

かつ部局横

要に対応す

取り組むと

行体制を整

への取組

、取り組ん

みや体制づ

活用などに

備 

ベーション

の対応など

力を発揮し

制を整備し

、最小の経

踏まえなが

ウトソーシ

か、既に外

、より一層

す。 

認を適時適

の対応や課

用や、全国

負担なども

、復興・創

  

横断的に連携

するため、必

ともに、不

整備します。

んでいく必要

づくりを進め

に取り組みま

ン・コースト

、真の福島

した組織運

します。 

経費で最大の

がら、不断に

シングの可否

外部委託して

層アウトソー

適切に行うな

課題解決のた

国の都道府県

も考慮しなが

創生に係る事

     

携調整しな

必要な人員

不断に組織

 

要があるこ

めるととも

ます。 

ト構想」の

島の復興に

運営を行うと

の効果を発

に組織体制

否を検討し

ている業務

ーシングを

など、業務

ため、必要

県等に対し

がら多様な

事業等へ重

ながら 

員の確 

織体制 

こと 

もに、 

の実現や、

に向けて対

とともに、

発揮する組

制や業務執

し、定型的

務について

を推進し、

務の進捗に

要な人員に

して引き続

な方策によ

重点的に配
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   一方、中長期的には、簡素で効率的な行財政運営を行っていく必要があることから、

今後の復興・創生の状況も踏まえながら、適切な定員管理に努めていきます。 

 

 (2) 人員確保に係る国への要望 

   国に対して、全国の都道府県等からの派遣職員の受入れや震災対応のために採用し

た職員の経費について、復興に係る事業が終了するまでの間、引き続き必要な財源を

措置するよう求めるとともに、職員の更なる確保を要望していきます。 

 

 (3) 職員採用の見直し 

   復興・創生を担う有為な人材を確保するため、受験資格の見直しや民間企業等職務

経験者の採用拡充等採用試験の見直しを行っていきます。 

   また、専門性を有する技術職員等全国的にも確保が困難な人材について、その確保

に向けて取り組んでいきます。 

 

３ 復興・創生を担う人材の育成 

 (1) 職員研修の充実 

   復興・創生を担う新規採用職員や若手職員を着実に育成するため、相談に応じるサ

ポート職員や上司等によるきめ細かなＯＪＴ（職場内研修）の更なる推進を図るとと

もに、経験年数や業務の課題に応じた部局ごとの専門研修を行い、さらにはＯｆｆ-

ＪＴ（職場外研修）を効果的に実施していきます。 
   また、誇りあるふるさとの再生に向けて職員一丸となって取り組んでいくため、知

事と職員の懇談や管理職員に対する研修など様々な取組を通じて、職員の一層の意識

高揚に努めていきます。 

 

 (2) 専門性を持った人材の育成 

   経験やノウハウの蓄積の少ない新たな課題に対応していく必要があることから、重

点分野を定めて、専門性を持った人材を多角的な視点から計画的に育成していくため

の方針に基づき、本県の将来を担う人材育成を進めていきます。 

 

 (3) 組織目標の明確化と人事評価制度の運用 

事業の着実な推進のため、組織として取り組むべき課題や達成すべき目標を明確に

し、課題解決に向けて目標を管理しながら取り組んでいきます。 

そのため、「能力評価」や業務の達成度に係る「業績評価」に基づく人事評価制度を

円滑に運用し、職員の能力や意欲を高め、復興・創生に向けた人材の育成につなげて

いきます。 

 

４ 多様な主体との協働の推進 

 (1) 協働を推進し、持続する仕組みや体制づくり  

   県民を始めＮＰＯ、各種団体、企業等様々な主体との協働をより一層推進するとと

もに、協働の担い手の一つであるＮＰＯ法人等が自立的、継続的にその力を発揮でき

るよう運営力強化を支援しながら、復興・創生に向け持続可能な協働の取組を行うた

めの仕組みづくりを進めていきます。 
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 (2) 専門的な知識を持った人材の活用 

   原子力安全対策や放射性物質対策、県民の健康調査など専門性の高い行政課題に対

して的確に対応するため、外部専門家の派遣や大学等専門機関からの助言を受けるな

ど、専門的な知識を有する人材の活用を図るとともに、研究機関等との一層の連携強

化を図ります。 

   また、外部人材を活用した効果的な情報発信を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪視点２≫ 復興を加速させる執行体制の強化

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

新たな行政

課題への

的確な対応

■復興・創生を着実に推進するた

めの体制整備

○連携による業務執行と柔軟な組織

体制の整備

○アウトソーシングの推進

■復興・創生に向けた人員の確保

○必要な人員の確保と重点的配置

○人員確保に係る国への要望

○職員採用の見直し

■復興・創生を担う人材の育成

○職員研修の充実

○専門性を持った人材の育成

○組織目標の明確化と人事評価

制度の運用

■多様な主体との協働の推進

○協働を推進し、持続する仕組みや

体制づくり

○専門的な知識を持った人材の活用

取組方針

■復興・創生期間における課題への対応

○浜通り地域等の産業の復興を担う「福島

イノベーション・コースト構想」の実現

やオリンピック・パラリンピックの県内

開催への対応、さらには根強い風評、急

速に進む風化という二つの逆風に対抗す

るための風評・風化対策などの課題があ

り、全庁で様々な手段を講じていく必要

がある。

■復興・創生を担う人員の確保等

○復興・創生に係る事業の進捗状況や中長

期的な行政需要等を踏まえ、引き続き必

要な人員を確保するとともに、職員の能

力や意識の向上を図っていくことが重要。

○人員確保以外にも、民間委託の活用、既

存事業の見直しや事務の簡素・効率化等

に引き続き取り組むとともに、企業等と

の連携や外部有識者の活用等を更に進め

る必要がある。

復興・創生に向けた課題

行政需要に

応じた執行

体制の整備

県民やＮＰＯ、

企業等と一体

となった取組



 

 

 

 

【基本的方

 ① 市町

   帰還

トライ

市町村

に連携

 ② 市町

   復興

 確保な

 ③ 市町

   復興

の確保

政の健

 

 

【取組方針

１ 復興

 (1) 課題

市町

してい

 

 (2) 復興

帰還

復興・

将来像

えなが

また

 

(3) 市町

国に

施策の

なって

 

２ 市町村

 (1) 県か

   避難

還及び

め必要

《視点３》

方向性】 

町村と一体

還困難区域

インに立っ

村における

携して取り

町村におけ

興・創生に

など市町村

町村におけ

興に係る事

保を図ると

健全性を確

針】 

・再生に当

題解決に向

町村単独で

いきます。

興のステー

還困難区域

・再生に向

像の具体化

がら、課題

た、避難１

町村と一体

に対して、

の実施や交

て要望する

村の行政運

から市町村

難指示区域

び復興支援

要な支援を

》復興を進

体となった復

域等の復興

た地域など

復興のステ

組みます。

ける執行体制

に係る事業や

村の執行体制

ける復興財源

事業が確実に

ともに、自

保していき

当たっての課

向けた市町村

は解決が困

 

ージに応じた

域において住

向けた市町村

化のために、

題解決に取り

２市町村に

体的に行う要

復興や住民

交付金施策対

るなど、課題

運営に対する

村に対する職

域等にある市

援担当職員の

を行っていき

進める市町村

復興への取

・再生を目

ど、避難指

テージがそ

 

制等の強化

や複雑・多

制等の強化

源と財政の

に成し遂げ

自主財源の

きます。 

課題解決に

村との連携

困難な課題

た課題の解

住民の居住

村による中

国、市町

り組みます

における広

要望 

民帰還の状

対象の拡充

題解決に向

る人的支援

職員派遣等

市町村への

の配置など

きます。

村との連携
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取組 

目指す地域、

指示の解除の

それぞれ異な

化 

多様化する課

化に連携して

の健全性の確

げられるよう

の状況にも十

に向けた連携

携 

題に対応する

解決 

住区域を目指

中長期的な構

町村等と連携

す。 

広域連携につ

状況に応じた

充・追加とい

向け取り組ん

援等 

等 

の駐在員の配

どにより、引

携強化 

、避難指示

の状況、住

なるため、

課題へ対応

て取り組み

確保 

う、長期的

十分配慮し

携 

るため、そ

指す「特定

構想の実現

携し、進行

ついても検

た新たな課

いった運用

んでいきま

配置や関係

引き続き市

  

示解除によ

住民帰還の進

当面する様

応するため、

みます。 

的かつ安定的

しながら、将

それぞれの課

定復興再生拠

現や、避難

行管理する

検討していき

課題に対応で

用の改善等を

ます。 

係地方振興局

市町村におけ

     

り復興のス

進捗等に伴

様々な行政

、必要な人

的で十分な

将来にわた

課題に連携

拠点」の整

１２市町村

中で新たな

きます。 

できるよう

を、市町村

局等への市

ける課題の

スター 

伴い、 

政課題 

人員の 

な財源 

たり財 

携して対応

整備など、

村が掲げる

な課題を捉

う、必要な

村と一体と

市町村の帰

の把握に努

る

捉
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   また、市町村における復興・創生に係る事業の円滑な推進に向け、市町村自らによ

る人員確保を支援するほか、県から職員を派遣するなど、市町村の執行体制確保に向

けた取組を推進していきます。 

 

 (2) 国や全国市町村等への職員派遣要請 

   市町村における復興に係る事業の円滑な推進に向け、国及び全国の市町村等へ引き

続き人的支援を要請するなど、市町村の執行体制確保に向けた取組を推進していきま

す。 

 

３ 復興・創生に向けた取組に対する支援の充実強化 

 (1) 計画策定への対応 

   市町村における各種計画の策定・改定に当たり、必要な情報や指針等の提示、計画

策定委員会への職員派遣等による個別の助言など、それぞれの状況に応じた適切な支

援を行っていきます。 

 

 (2) 事業執行への対応 

   専門的な知識や技術が必要な事業等に対する専門家の派遣や、災害復旧事業、避難

指示の解除に伴う帰還者向け災害公営住宅整備の代行など市町村の事業に対して適切

な支援を行っていきます。 

 

 (3) 権限移譲の推進 

   住民に身近な市町村が主体的に地域づくりに取り組めるよう、県から移譲可能な事

務権限について分かりやすく情報提供し、市町村の意向や地域の実情を踏まえながら

権限移譲を推進していきます。 

 

 (4) 市町村サポート体制の強化 

   市町村における人材の育成や自主的・主体的な広域連携に取り組む市町村に対する

支援等を行うとともに、県出先機関における支援体制の強化に取り組んでいきます。 

 

４ 市町村の財政運営に対する支援 

 (1) 復興財源の確保 

   震災復興特別交付税の継続及び復興が完了するまでの復興交付金の必要額の確保や

運用の改善、避難地域の復興のステージに応じた福島再生加速化交付金の確保等を国

に要望するとともに、市町村復興支援交付金による取組の支援を行うなど、市町村の

復興に必要な財源の確保に連携して取り組んでいきます。 

 

 (2) 原子力損害賠償の円滑な請求 

   市町村において原子力損害賠償の円滑な請求が行えるよう、県と市町村で必要な情

報共有を図り課題の把握に努めるとともに、市町村間で共通する課題等について県が

東京電力株式会社と協議を行うなど、市町村に対する支援を行っていきます。 

 

 (3) 財政健全性の確保 
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   市町村の将来にわたる財政の健全性の確保を図っていくため、財政健全化法に規定

する財政指標等に基づき財政計画策定等への助言を行うとともに、市町村振興基金の

活用などを通じて支援を行っていきます。 

 

  
≪視点３≫ 復興を進める市町村との連携強化

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

市町村と一体

となった復興

への取組

■復興・再生に当たっての課題解決

に向けた連携

○課題解決に向けた市町村との連携

○復興のステージに応じた課題解決

○市町村と一体的に行う要望

■市町村の行政運営に対する人的支

援等

○県から市町村への職員派遣等

○国や全国市町村等への職員派遣要請

■復興・創生に向けた取組に対する

支援の充実強化

○計画策定への対応

○事業執行への対応

○権限移譲の推進

○市町村サポート体制の強化

■市町村の財政運営に対する支援

○復興財源の確保

○原子力損害賠償の円滑な請求

○財政健全性の確保

取組方針

■多様な行政課題と職員不足

被災市町村においては、単独では解決が

困難な行政課題を抱えており、また、増

大する復興・再生業務等の執行に必要な

職員が不足している。

■中長期的な財源不足と財政健全性の確保

復興・創生期間中（～Ｈ３２）及び同期

間終了後（Ｈ３３～）において、復興等

に係る膨大な事業量に見合う財源の不足

が見込まれる。

また、将来にわたり財政の健全性の確保

を図る必要がある。

復興・創生に向けた課題

市町村におけ

る執行体制等

の強化

市町村の復興

財源と財政健

全性の確保



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組方針

１ 復興の

(1) 復興

   復興

性のあ

 

 (2) 避難

   避難

ととも

また

や生活

 

２ ターゲ

 (1) ター

   伝え

やすく

構成等

 

(2) 連携

市町

報発信

 

３ 県民生

  県民生

物等のモ

セミナー

しい理解

 

《視点４》

【基本的

① 正

  復

る各

やす

 

② 共

  本

を深

で、

もと

針】 

の状況や復

興の状況等

興の現状や

ある情報発

難者への情

難者に対し

もに、帰還

た、避難者

活再建に繋

ゲットの明

ーゲットを

えたい、伝

く着実に届

等を絶えず

携強化によ

町村・他都

信に取り組

生活の安全

生活の安全

モニタリン

ー等を開催

解が深まり

》復興に向

的方向性】 

正確で分かり

復興の状況や

各種制度等に

すく、効果的

共感と応援の

本県への関心

深めていただ

ターゲット

とに情報発信

復興に向けた

等の統一性の

や復興の進捗

発信を展開

情報発信 

してふるさと

還の判断に必

者のニーズに

繋げていきま

明確化と連携

を明確にした

伝えなければ

届けるため、

ず見直しなが

よる情報発信

道府県・国

みます。 

全・安心の確

全・安心の確

ング検査等の

催することで

り、また広が

向けた効果的

りやすい情

や復興に向

について、

的な情報発

の輪の拡大

心を向上さ

だくため、放

トを明確に

信に取り組

た取組等の

のある情報

捗・取組等

します。

との復興情

必要な情報

に応じたき

ます。 

携強化によ

た情報発信

ばならない

、県政広報

がら、県内

信 

国・民間企

確保等に向

確保等の土

の公表に加

で、随時、

がるよう取

的な情報発

情報発信 

向けた取組、

県内外に正

発信を行いま

大に向けた伝

させ、共感・

放射線測定

し、市町村

組みます。
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の効果的な情

報発信 

等について、

情報の提供を

報を引き続き

きめ細やかな

よる伝わる情

信 

い対象を明確

報に係る既存

内外の多くの

企業等との連

向けた情報発

土台となる取

加え、消費者

県内外に正

取り組みます

発信 

県民の安

正しく伝え

ます。 

伝わる情報

・応援いただ

定結果の公表

村・他都道府

情報発信

、事業間や

を随時行い

き発信して

な情報発信

情報発信

確にすると

存のテレビ

の方に伝わ

連携を更に

発信 

取組として

者を対象と

正確な情報

す。 

全・安心に

るため、様

報発信 

だける方を

表や各種モ

府県・国・

  

や部局間の連

い、ふるさと

ていきます。

信に努め、避

とともに、情

ビ番組や新聞

わる情報発信

に強化し、多

て、放射線測

とした説明会

報や知識を提

に関わる情報

様々な媒体を

を増やし、本

モニタリング

民間企業等

     

連携を通じ

ととの絆を

。 

避難者の生

情報を丁寧

聞・広報誌

信を行いま

多層かつ多

測定結果や

会やシンポ

提供し、本

報、県民生

を活用し、

本県に対す

グ等を実施

等との連携

じて、統一

を維持する

生活の安定

寧に分かり

誌等の企画

ます。 

多方面な情

や農林水産

ポジウム、

本県への正

生活に係

分かり

する理解

施した上

携強化の
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≪視点４≫ 復興に向けた効果的な情報発信

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

正確で

分かりやすい

情報発信

■復興の状況や復興に向けた取組等

の効果的な情報発信

○復興の状況等の統一性のある

情報発信

○避難者への情報発信

■ターゲットの明確化と連携強化に

よる伝わる情報発信

○ターゲットを明確にした情報発信

○連携強化による情報発信

■県民生活の安全・安心の確保等に

向けた情報発信

取組方針

■根強い風評と急速に進む風化

東京電力第一原子力発電所事故から６

年が経過しましたが、原発事故の影響

による福島県への悪いイメージが固定

化し、本県の現状が正しく理解されて

いない。

また、放射線に対する偏見や誤った理

解が広く存在している。

時間の経過とともに国民の関心が低下

しており、震災・原発事故の「風化」

が加速度的に進み、福島県への関心が

低下し、これまで共感して応援行動を

取っていた方や応援しようとする気持

ちを持っていた方が減少している。

復興・創生に向けた課題

共感と応援の輪の

拡大に向けた伝わる

情報発信
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１ 業務効率化に向けた働き方改革  

 

 (1) 意識改革と業務効率の向上 

    職員一人一人が、長期間にわたる復興・創生等の業務にしっかりと取り組んでいける 

   よう、長時間労働を常態としないための意識改革や、事務の改善・簡素化による業務 

   効率の向上に取り組みます。 

 

 (2) ワーク･ライフ・バランスの推進に向けた取組 

    職員一人一人が、それぞれの仕事と生活の調和を図りながら業務を継続することがで 

   きるよう、働き方の多様化に向けた取組を進めていきます。 

 

       

 

 (1) 継続的な課題等への対応 

    公社等外郭団体の見直しなど個別の行財政改革の課題については、それぞれの計画 

 の中で目標や期間を明確にし、適切な進行管理を行いながら継続的に取り組んでいきま 

 す。 

    また、ＩＣＴ等を活用して行政運営の簡素・効率化や透明性の向上を図っていきます。 

    なお、取組の必要性が薄れたり、役割が終えたものは順次終了するなど、見直しを図 

   っていきます。 

         

 (2) 復興・創生期間後の行財政改革への対応 

   復興・創生期間後においても、行財政改革に継続的に取り組めるよう、新たな行財 

   政改革大綱の策定を見据え、準備等の作業を進めます。 

 

Ⅲ その他の取組 

２ 継続的な行財政改革への取組 


